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核開発の暴力

一一プルトニウム生産現場の地理空間奇読む一一

石山徳子

1.はじめに

アメリカ合衆国(以下，アメリカ)は第二次世界大戦中のマンハッタン計

画，冷戦期の軍拡競争を背景に，核兵器や核エネルギーの開発を国家事業と

定め，これを牽引してきた。核開発は軍事目的から始まっているため，情報

公開や人びとの傭康と安全の確保といった，民主主義社会では当然なされる

べき手続きを踏まなくても，国家安全保障のためにはやむを得ないという文

化が根付いている (Masco2006; Poel 2011)。文化人類学者ジョセフ・マス

コ CJosephMasco)は学会誌のインタビ、ューに答え，各種の核施設の建設

は，議会や副大統領にさえも秘密にされたマンハッタン計画を基点にしてお

り，秘密主義に連なる非民主主義的なプロセスによって進められてきたと諮っ

た (Magruire2013)。マンハッタン計画による周辺の地域や共同体の変容

について，ロスアラモス国立研究所に関わるさまざまな人びとへの聞き取り

を行いながら分析した 2006年の著書， The Nuclear Borderlands: The Man-

hattan Project in Post-Cold War New Mexico (~核の境界地:冷戦後のニュー

メキシコ州におけるマンハッタン計画J)によって，数々の学会賞を受賞し

たマスコによる指摘は的を射ている。環境面だけでなく，経済面や文化面で

も甚大なリスクや不確実性を内包しているにもかかわらず，核開発は「国防

という経済性を無視した聖域」において正当化され，推進された(平田
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2011)。そしてそれは，制度的な差別や格差構造と相関関係にあるだけでな

く，本質的に非民主主義的であり，アメリカ社会が抱える矛盾や，人びとの

生活を脅かすさまざまなリスクを象徴している。

核開発を支える非民主主義的な文化は，機密を抱える軍事部門だけでなく，

「平和利用」とされる電力の生産部門にも影を落としている。一九五四年に

ドワイト・アイゼンハワー (DwightEisenhower)大統領が行った有名な

国連演説は，原子力の平和利用を軍事利用からは一線を画したものとしてア

ピールしようとしたが，アメリカ史を振り返れば，両者はあきらかに一体と

して発展してきた(油井2013)。政治学者であり，ワシントン州の職員とし

て長年放射性廃棄物の処分政策に関わってきたマックス・パワー (Max

Power)は， r原子力の平和利用」について，マンハッタン計画が生み出し
た文化的枠組みの中で実行に移されてきたと述べている (2008:5)。げんに，

核兵器と電力の生産に関しては，エネルギー省が一括して管理しているため，

人材，運営，管理，制度において重大な重なりがみられる。こうした国策の

もとに切り捨てられ， リスクを負担してきたのが，アメリカ社会で弱い立場

にある人びとや，政策決定の場で発言力のないその他の生き物である。

この現象を政治地理的な観点からみるならば，ウラン開発やプルトニウム

生産，核実験，さらには放射性廃棄物の最終処分場や中間貯蔵施設の候補地

といった核関連の現場は，往々にしてアメリカ社会の周縁部に集中している

(Endres 2009;石山 2004，2008， 2012; Laduke 1999; Solnit 2004)。核開発

が生み出す地理空間は，歴史的な植民地主義や，人種や階級による差別や格

差の構造と密接に関連している。そのため，環境破壊に脅かされる核開発の

現場が，先住民族をはじめとした社会的な弱者の歴史的な生活圏と重なる現

象が多発するのだ。不平等な社会構造，そして国の安全保障を守るという言

説は，アメリカの辺境地域に多くの「犠牲区域」を作り出してきた (Endres

2012; Hooks and Smith 2004;石山 2013;Kuletz 1998)。この現象は，哲学

者の高橋哲哉が詳らかにした， 日本の経済成長や安全保障のために，福島や
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沖縄に展開する「犠牲のシステムJとも通属している (2012)。さらに踏み

込んで言うならば，アメリカ史の系譜において周縁化され，切り捨てられて

きた土地や人びとの存在こそが，世代を超えた環境リスクをもたらし，非民

主主義的，且つ，秘密主義的な核開発事業の発展奇可能にしたともいえる。

本稿は人文・政治地理学の観点から現場の景観を読む作業を通じて，同国

の核開発について， リスク，コスト，不確実性を想定外の範蒋に落とし込み

ながら再生産が繰り返される「犠牲区域」の存在を前提条件として肥大化し

た国家事業，且つ，先住民族にたいする植民地主義の歴史の延長上に連なる

社会的なプロセスとして読み解いてL、く。核開発に関してはさまざまな段階

が存在するが，本稿では特に除染のプロセスに着目する。将来的に核兵器の

開発や原子力発電に終止符が打たれるときが来るとしても，放射性廃棄物の

処分や除染の問題に関しては何百万年ものスパンで考えていく必要がある。

そのいっぽうで，生態系に多大な脅威をもたらす放射能汚染の除染は， リス

ク，コスト，及び科学的，社会的，そして経済的な不安定要素をうやむやに

しながら，核開発を国策として推進したアメリカ政府としては，直視せずに

後回しにしたい作業であったことは否めなL、。だからこそ本稿では，アメリ

カ社会の最も周縁に位置づけられる放射能汚染と除染の現場が，地理的にい

かに構築され，現在はどのような状況にあるのか，そのプロセスについて検

証してみたい。

具体的には，第二次世界大戦中から冷戦期にかけてプルトニウムの生産が

行われたハンフォード・サイトで， 1980年代末まで先送りにされ続けた除

染作業が現在に至るまで難航し，地元の人びとの生活環境を大きく変容させ

てきた事例をとりあげる。この土地を故郷とみなす先住民族にたいする侵略

と支配の歴史の班長上に，米国最大の放射能汚染現場の地理空聞を位置づけ

てみたい。

分析に際しては，連邦機関が発行した公式の文書や，現地調査の際のイン

タビュー記録といった一次資料に加え，環境史，環境社会学，人類学，地理
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学をはじめとする各分野で開拓されてきた，核開発に関するニ次資料を参照

する。事例研究によって浮き彫りにされるのは，植民地主義に根ざした軍事

大国アメリカにおける民主主載の限界，そして差別を再生産する装置として

の核開発が内包するさまざまな矛盾である。

2.プルトニウム生麗の現場ーワシントン州ハンフォード・サイト

(1 ) ハンフォード・サイトの歴史地理

マンハッタン計画の一翼を担い，長崎に投下された原子爆弾のプルトニウ

ムの生産現場となり，アメリカ核開発のー拠点として重要な役割を呆たした

ハンフォード・サイトは，北西部最大の都市シアトルから約 350キロメート

ルの内陸部に位置している。シアトルを出発し高速道路を南東に向かい，夏

には青々とした緑の森が，冬には真っ白な雪景色が美しいカスケード山脈を

組えると，茶色がかった乾燥地帯に入る。眼前に広がるのは，海の幸農かな

シアトルとは全く異なる砂漠のような景観だ。

ハンフォード・サイトは，コロンビア川，ヤキマ川，スネーク川の合流地

点で， 1518平方キロメートルにもわたる広大な一角を占めている。砂漠地

帯のオアシスは複数の先住民族の漁業や狩猟の場として重宝されていたが，

19世紀末から 20世紀初頭にかけては次々に白人が入植し，彼らは農業や鉄

道関係の仕事に携わるようになった。ただしこの地域は，沿岸部の都市とは

カスケード山脈によって隔てられており，入植の規模は極めて小さかった。

人口密集地から離れた内陸部の辺境は，極秘のプルトニウム生産計画には

最適だった。環境保護庁のホームページによれば，連邦政府がハンフォード・

サイトの立地を選択したのは，この場所が人口密集地から離れ，鉄道へのア

クセス，原子炉の冷却に必要な川，既存のダムによる豊かな水力に恵まれて

いたからだった CU.S. Environmenta1 Protection Agency， Region 10: the 

Pacific Northwest n.dλ 核開発を推進する国家が，環境リスクを社会的，
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地理的な僻地に封じ込めようとした意図が見受けられる。

ハンフォード・サイトは，第二次世界大戦から冷戦期にかけて，アメリカ

の核兵器の生産を支え続けた。冷戦期には原子力委員会(現在のエネルギー

省)の管轄下でゼ、ネラル・エレクトリック社が実務を行うようになり，アメ

リカの軍事用プルトニウムの約3分の2がこの場所で生産された。 1965年，

同サイトの運営はゼネラル・エレクトリック社から，パテル社に引き継がれ

た。その後も，パテル社，ウェスティングハウス社，ベクテル社をはじめと

した複数の企業や，その下請け業者がさまざまな業務を担ってきた。 1966

年以降に電力も生産されるようになったサイト内では 1984年，エナジー・

ウエスト杜のコロンビア川原子力発電所が稼働を開始し，現在もワシントン

ナト|の電力の約 10パーセント，北商部の電力の4パーセントを供給している

(Energy Northwest n.d.)九 1971年，プルトニウム生産のための8基の原

子炉が，チェルノプイリ事故の翌年である 1987年にはプルトニウムと電力

を生産していた最後の原子炉も連転奇停止した。

この間コロンビア川は，大量の冷却用水を提供すると同時に，放射性物質

の流出先にもなった。歴史家のリチヤード・ホワイト (RichardWhite) 

は，コロンピア川がプルトニウム生産に重大な役割を果たした経緯や，地元

の町や自然環境の変容についてあきらかにした (1999)。その聞に，膨大な

量の放射性物質が土壌，大気， 7l<~汚染し，付近の生態系の破壊が続いたが，

原子力委員会は秘密主義を貫いた。 1986年にエネルギー省が公開した機密

書類約l万9，000ページの分析により，連邦政府，及び政府と契約を交わし

現場の管理，運営にあたっていた企業の隠蔽体質が白目の下にさらされた

(Brown 2013; Gerber 2007)。このときに， 1949年 12月に意図的に大量の

放射性物質を大気中に放出する，グリーン・ランと呼ばれる人体実験が行わ

れていたこともわかった。 1985年にノーベル平和賞を受賞した非営利団体

「社会的責任を果たすための医師団」によれば，この際に放出されたヨウ素

131は8，000キュリーにのぼり，スリーマイル島の原子力発電所が引き起こ
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した事故の折に確認された 15-24キュリーの漏洩と比べると非常に高い数値

だっTこ CPhysiciansfor Socia! Responsibility n.d.)。

ハンフォード・サイトが生態系に与えるもう一つの負の遺産が，各種の放

射性廃棄物である。同サイトに関するエネルギー省環境管理局のホームペー

ジは，極少量のプルトニウムの生産によって，凄まじい畳の液状，固形の放

射性廃棄物が排出されることを認めた上で，プルトニウムの生産は非常に

「非効率的」であると指摘している(u.S. Department of Energy， Office of 

Environmental Management n.d.)。国防関連の施設や建造物の全てに関

する廃炉，除染，取り壊しといったような後始末にかかるコストは高く，付

随して生じる環境リスク，必要な労働力は膨大である。

連邦政府は 1988年，ハンフォード・サイトを全国優先順位リストに記載

した。翌年には，エネルギー省，環境保護庁，ワシントン州環境部が除染作

業を開始したが，同サイトは現在に至るまで世界最大級の放射能汚染の現場

のひとつであると言われている。現場では，エネルギー省の職員に加え，研

究者や技術者，ブルー・カラーの作業員たちが，国立研究所や連邦政府と契

約関係を結んだ民間企業， もしくは下請け業者によって雇用され，作業を進

めている。前述のエネルギー省環境管理局のホームページによれば，除染計

聞に関わっている人数は約 l万1千人にものぼる(u.S. Department of 

Energy， Office of Environmental Management n.d.)。しかしながら，ど

こまで除染すれは「クリーン」なのか，この場所が元通りの状態に戻る日は

くるのか，放射性廃棄物の処理・処分の問題はどうなるのかといった未解決

の課題が山積みだ。

(2) 除染計画の困難と混乱

1989年に除染作業が始められるまで，ハンフォード・サイト関連の連邦

予算は生産部門に集中しており，放射性物質による環境汚染の問題への取組

みは優先事項ではなかった。行政や企業が多岐にわたる環境リスクを把握し，
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対処するという本来ならば必要不可欠な作業が，聞の安全保障を名目とした

「聖域」で，半世紀近くも先送りにされ続けたのである。除染作業の開始に

伴い，エネルギー省がハンフォードの 586平方マイルを汚染区域と指定した

とき，この一帯には膨大な量の放射性臓棄物やプルトニウムが残存し， 100 

平方マイルにわたって地下水の汚染が認められた。コロンピア川沿いに保管

されていた使用済み核燃料は 2，300トンにのぼり，工場には 20トンのプル

トニウムが取り残されていた。プルトニウムに汚染された廃棄物の総量は，

l万5千立方メートルに達し，現場に埋設， もしくは保管されていたという

(U. S. Department of Energy 2013)。

エネルギー省リッチランド業務室が 2013年に発表した除染に関する報告

書からは，除染計画がいかに困難を極めているのかが伝わってくる cu.S. 
Department of Energy， Richland Operations Office 2013)。この報告書

は，除染計画について主に4区画に分けて説明している。敷地の外縁部はも

ともとバッファー・ゾーンとして設置されたものだが， 2000年にハンフォー

ド・リーチ固定公園に指定され，連邦魚類野生生物局の管理下に置かれた。

1943年以降， 70年以上にもわたって，一般市民による土地利用が認められ

なかったため，この土地は豊かな野生生物の宝庫である。これは，野生保護

区の様相を呈しているチェルノプイリの景観と重なる。固定公園とはいえ一

般人によるアクセスは厳しく規制されており，今も約70パーセントが立ち

入り禁止区域に指定されている。

固定公閣の内側が， リバー・コリドーと呼ばれる区域だ。この場所につい

ては， 1990年代のはじめから優先的に除染が行われてきたが， 2015年中に

は作業がほぼ完了する予定である。中心部の 75平方マイルについては，タ

ンク・ファームと呼ばれる区画を除いて， 2010年から 2020年までに，予算

が確保できれば除染が終わる見通しだ。放射性廃液を保管するタンク・ファー

ムでは，最も深刻な放射能汚染が懸念されている。

タンクの漏洩が最初に確認されたのは， 5万5千ガロンの臆液が地中に放
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出された 1956年のことだった。 1959年には， 2万キュリーの放射性物質が

漏れていることがわかった。さらに 1962年からの 10年間に， 8回も深刻な

漏洩が発覚した。この聞に，セシウム，ストロンチウム，プルトニウムなど

の放射性物質が付近の環境を汚染した CWhiteley1999: 48)。また， 1946年

から 1966年までに，ハンフォード・サイトでは保管スペースの不足を理由

に，計1億2千ガロンの廃液が排水溝に流されたことが，地質学者による研

究によってあきらかにされている。意図的に廃車された廃液の放射線量は，

6万5千キュリーを越えていた CWilshire，Nie1son， Haz1ett 2008: 194)。現

場周辺の環境汚染の背景にあるのは，ずさんな管理体制だった。

本格的な除染作業が始められた 1989年の時点で，エネルギー省はタンク・

ファームに設置された 177基のタンクのうち， 67基から放射性廃液が漏れ

ているのを確認した。これらのタンクはそもそも，廃液を 20年のあいだ安

全に保管できるように設計されたもので，漏洩は時間の問題だった。その後，

1970年代以降に作られた二重腰のタンクへの入れ替えが行われ， 2005年に

はその作業の大半が終了したと言われていた。ところが， 2013年には堅固

であるとされていた二重壁のタンクからの漏洩もあきらかになり，ワシント

ン州知事はエネルギー省の管理体制の甘さを非難した CBernton2013)。

この間，タンク・ファームの廃液に関するエネルギー省の対応は迷走した。

連邦議会の調査機関である政府説明責任局が特に懸念したのが， 1995年に

始まった，廃液の|徐染作業を民営化する試みだ CUnitedStates Govern-

ment Accountability Office 2000， 2012)。それまでエネルギー省は，結果

がどうであれ，契約企業が負但した経費を支払っていた。しかし民営化と同

時に，一定の金額の範囲内で作業を行うように，企業に公開競争をさせる方

策をとろうとしたのである。その目的は，コスト削減と除染作業の短期化だっ

た。ところが現場では，安全而でさまざまな削甑が生じるようになった。

2000年に政府説明責任局による批判を受けたエネルギー省は，この方法を

打ち切る決断を下した。
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2014年 11月に政府説明責任局が発表した，タンクからの放射性廃液の漏

洩に関する調査報告は衝撃的だ CUnitedStates Government Accountabil-

ity Office 2014a)。これによると， 2012年から 2014年にかけてエネルギー

省が行った調査は，現在5，600万ガロンの放射性廃液を保管している一軍按，

二重壁のタンクの両方に関して， 2011年時よりも劣化が進んでいることをー

あきらかにした。二軍壁のタンクにほぼ移されたとされていた廃液が，少な

くとも 14基の一重壁のタンクに残存していることが確認され，そのうちの

1基からは 2010年から毎年640ガロンのペースで土壌に漏洩していた。二

薫援のタンクからも廃液が漏れており，これは建設欠陥とタンクの底の腐食

によるものであると結論づけられた。政府説明責任局は，エネルギー省がこ

うした問題に早速対応しようとしてはいるものの，既存の廃液管理計画は，

タンクの状態の悪化や，サイト内における廃棄物処理・固定化プラント

CWTP)の建設が難航していることを考慮、していないと厳しく批判している。

政府説明寛任局が問題視する WTPの建設計蘭もまた，ハンフォード・サ

イトにおける放射性廃棄物と除染問題の先行きが不透明であることを象徴し

ている。 WTPは，放射性廃棄物の最終処分場への移動を前に，タンク内の

放射性廃液に必要な処理を行うための施設だ。政府説明責任局は 2012年 12

月，エネルギー省と，同省が 2000年に WTP建設を委託したベクテル社2)

は技術的な課題をいくつも抱えており，これが克服されない限り施設の操業

を予定通りに開始することも，安全で効率的な運転も行うこともできないだ

ろうという見解を示した。さらに， 2012年にエネルギー省健康安全保険局

がベクテル社による WTP建設を調査した結果，設計上の欠陥があるだけで

なく，同省の安全基準に複数違反していることが判明し，同社が建設計画を

保留する事践になったこともあきらかになった CUnitedStates Govern-

ment Accountability Office 2012)。

WTPの建設，廃液の処理と固定化が将来的に円滑に行われたとしても，

ハンフォード・サイトが臨面する放射性廃棄物の問題は解決しない。なぜな
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らば，使用済み核燃料，そして固定化された廃液の行き先，すなわち最終処

分場の建設地がどこになるのかさえも未定だからだ。高レベル放射性廃棄物

の永久処分場の圏内唯一の候補地だったネパダ州ヤッカ・マウンテンへの処

分計画は，オパマ政権により 2009年に凍結されたが，代替案は提示されて

いなL、。除染計両の将来は，決して明るいものではないのだ。

ハンフォード・サイトの除染には，天文学的な費用がかかる上に，長い時

聞が必要になる。|徐染作業にはこれまで約400億ドルが投じられてきた。現

在も，年間 20億ドルをかけて除染が進められており， 2014年から 2090年

までの期間について， 1，136億ドルの必要経費が見積もられている (Oregon

Department of Energy 2014; Tri-Party Agreement 2014)。ただし，除染

費用の見積もりの増額と，必要期間の延長が繰り返されている。たとえば

WTPの建設に関して，エネルギー省が 2000年の時点ではじき出した見積

額43億ドルは 2012年には約3倍の 134億ドルに， 2011年に設定された完

成予定日は 10年近くずれ込み 2019年になった (UnitedStates Govern-

ment Accountability Office 2012)。

現場で除染にあたる企業内で，タンクからの漏洩や， WTPの安全性につ

いて深刻な懸念を表明した内部告発者が解雇されるスキャンダルも続いてい

る (Granios2014)。内部告発者の支援に長年取り組んできた弁護士で，ハ

ンフォード・サイトの監視団体でもあるハンフォード・チャレンジの事務局

長を務めるトム・カーペンター (TomCarpenter)は，同サイトの内部告

発者にたいする報復措置は歴史的に繰り返されてきたが，状況は年々悪化の

一途をたどり， リスクが増大していると警告している (2014)。除染計画の

安全性や透明性，環境への影響に関して，懸念事項が多々あることは間違い

ない。このような事態に発展した背景には，汚染現場が都市閤から離れた砂

漠地帯にあり，連邦政府が国家安全保障のためには住民の声や存在を切り捨

てることもやむを得ないという判断を下すにいたる制度的，構造的な仕組み

がある。
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(3) ハンフォード・サイトを「抱擁」する地元と健康被害

以上に述べたような甚大なリスクや不安定要素を内包する核開発事業や除

染産業は，周辺地域の環境，文化，政治経済に大きな影響を与えてきた。も

ちろん， トライシティズと呼ばれる直近の3つの町，すなわちリッチランド，

ケネウィック，パスコの住民が，多かれ少なかれ経済的な恩恵を受けてきた

ことは事実だ (Brown2013; Morrill 1999)。近年はパシフィック・ノース

ウエスト国立研究所を拠点とした科学技術開発，食品化工業，医療関係事業

などによる地元経済の多様化がみられるが，経済の中核を成しているのはハ

ンフォード・サイトに展開する核関連の事業である。

トライシティズのなかでハンフォード・サイトの最も近くに位置するリッ

チランドには，多くの技術者や研究者が住んでいる。シアトルの郊外を思わ

せるような，中流階級の都市文化が浸透しているこの町には，アトミック・

エールと呼ばれるダイナー兼ノ〈ーがある。地元でも大人気の屈だが，核開発

やこれに関連した産業に因み，半減期，プルトニウム，ガイガー・カウンター

といった名称が付けられた地ビールのメニューが並ぷ。リッチランド高校の

校章のマスコットは原子爆弾のキノコ雲，同校のスポーツ・チーム名はリッ

チランド・ボンパー(リッチランド爆撃機〉だ。社会学者開招博は著書『フ

クシマ論 原子力ムラはなぜ生まれたのかJで，歴史家ジョン・ダワー

CJ ohn Dower) の研究 (2000)に言及しながら，福島県の原子力発電所の

地元が，複雑な心情を抱えながらも原子力産業と，これがもたらす近代化を

「欲望」し. I抱擁」してきた戦後史を振り返った (2011)。パーのメニュー

や， リッチランド高校の校章は，ハンフォードの地元の町も，原子力産業や

除染産業，これらが生み出す中産階級の生活文化ぞ「抱擁Jし，依存してき

た歴史を象徴している。

歴史家ケイト・ブラウン CKateBrown) は， この地域にユートピアな

らぬ「プルトピア」が形成され，外界からは隔離された特殊な環境で，アメ
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リカ中流階級の生活文化が浸透してL、く経緯を論じた (2013)。ブラウンは，

プルトピアが内包し，再生産してきた環境リスクや，差別や社会的な不平等

の問題にも目を向けている。核開発を進める連邦政府は，辺境に構築された

プルトピアにおいて，プルトニウムの生産を最優先し，住民の安全確保，情

報公開，廃棄物の処分問題の解決を後回しにした。結果的に，十分なリスク

を知らされないままに，ハンフォードがもたらす経済的な恩恵や，中流階級

の生活文化を享受しながら周辺で生活する人びとのあいだに健康被害が広がっ

た。周辺地区で甲状腺異常の問題を抱える人口の割合が，平均よりもかなり

高い数値を示していることは，疫学的にも証明されている (Goldsmithet 

al. 1999; Grossman 2002)。

特に大きな被害を受けたのが，中流階級の生活圏，及び連邦政府による医

学的な管理計画の傘下から外れた人びと，すなわち地元の土地と直接的な関

係を育み，この場所で生産される農作物や乳製品ぞ消費してきた農民や牧商

業者，そして先住民族だった (Brown2013: 7)。大量の放射性物質が流出

したコロンビア川流域でとれる鮭をはじめとする川魚を，昔から多く食して

きた先住民のあいだには癌患者が愈、増した。ヤカマ族の環境資源課の責任者
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を務め， 1970年代からハンフォード・サイトの汚染について異議申し立て

を行ってきたラッセル・ジム CRussellJim)は，自らも癌と闘っている。

先住民が汚染された魚を食べ続ける状況について，彼は2002年に連邦機関

の調査にたいして次のように発言した。

ある部族員が，部族の狩猟局に報告してきたのですが，魚をさはい

て，干すのに時間がかかり家に帰るのが遅くなったある日，懐中電

灯をつけたら，魚が反射して光っていたというのです。魚をさばい

た妻が，夜の 10時半ごろに私を起こし，外に出て，光っている魚

を見たいかときいてきたこともあります。私は言いました。 il、い

や。どうせ魚を食べることになるのだから，見る必要はないよ」と

ね Cu.S. Department of Health and Human Services 2002)。

コロンビア)11の放射能汚染によって先住民族は，身体面だけでなく，精神面，
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文化面の破壊も経験した。ジムは筆者とのインタビューでも，危険だとされ

る鮭の消費をあきらめることは，ヤカマ族の文化の喪失を意味すると訴えた

(Jim 2014)。白人が大半を占めるトライシティズの住民たちが，ハンフォー

ド・サイトによってもたらされた中流階級の文化を抱擁したのとは対照的に，

先住民は環境汚染による伝統文化の崩壊に危機感を募らせた。国家安全保障

を名目に環境汚染や健康被害奇黙認したのは，先住民族の土地を収奪し，暴

力的な支配を繰り返してきた連邦政府だった。したがって多くの先住民にとっ

て，ハンフォード・サイトの放射能汚染は，歴史的な楠民地主義と共鳴する

社会的なプロセスであり，侵略国アメリカによる先住民族の諸権利の否定に

つながる事象である。

3.ハンフォード・サイトの土地と先住民族

(1 ) 歴史的な生活圏

ハンフォード・サイトの設置，プルトニウムや電1Jの生産，除染作業といっ

た一連の動きにおいてもっとも周縁化されてきたのが，この場所を故郷とす

る先住民族の世界観であり，彼らの生活・文化的な営みだ。コロンビア川，

スネーク川，ヤキマ川が合流し，豊かな自然資源を持つハンフォード・サイ

トの現場は，広範聞にわたる土地を縦横無尽に活用し，生活していた複数の

先住民族にとって，伝統的な漁業，狩猟採集，祈祷や儀式の場だった

CBaptiste 2005; W olf 2007)。また，連邦政府と条約を結ばず，部族承認を

受けていない先住民集同であるワナパム族の居住拠点は，ハンフォード・サ

イトと重なっていた。サイト設置時に強制退去の憂き目にあったワナパム族

は，現在に至るまで小さな共同体を維持しながら同サイト近くに住んでいる

(Brown 2013)。

連邦政府は 1855年，白人入植者による移住を速やかに促すために，この

一帯を生活圏としていた先住民族といくつかの条約を結び，広範囲にわたる
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土地の割譲を明文化し， 1859年には議会がこれらを承認した。先住民族は

このとき，先祖代々受け継いできた土地の大半を失った。ただしこのとき，

ハンフォード・サイトを生活圏の一部としていたカユース族，ネズ・パース

族，ユマティラ族，ワラワラ族，ヤカマ族は，連邦政府にたいして先住民が

漁業，狩猟採集や精神的な儀式を行う権利を保障させた(このうち，カユー

ス族，ユマティラ族，ワラワラ族は，ユマティラ・インディアン居留地連邦

部族として連邦政府に示認されているため，以下に一括してユマディラ連邦

部族と表記する〉。したがって先住民族は，ハンフォード・サイトの設置に

よって，この一帯への立ち入りを禁止されている事態について，連邦政府が

歴史的に繰り返してきた条約違反の一例として受け止めている。

多くの先住民にとってハンフォード・サイトの土地は，砂漠地帯の辺境で

はなく， 自らの歴史的な生活圏であり，文化的なアイデンティティの一部で

ある。ユマティラ連邦部族の科学技術局の責任者を務めるスチュアート・ハ

リス CStuartHarris)は共著論文で，ハンフォード・サイトを流れるコロ

ンビア川と部族とのつながりについて，次のように記している O
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コロンピア川のハンフォード・リーチのあたりは，ユマティラ連邦

部族にとっては「太古の昔から」大切な場所だった。なぜなら，毎

年春になると，鮭の人びとが，彼らの人聞の兄弟や姉妹に食料を与

えるために戻ってきたからだ。鮭の人びとは，創造主にそうするこ

とを約束していた CHarrisand Harper 2011: 232)。

ユマティラ連邦部族が，ハンフォード・サイトの土地，コロンビア川，そし

て鮭をはじめとする生き物と，長い歴史をかけて育んできたつながりの深さ，

あたたかさが伝わる記述だ。ハリスは 2014年3月，居留地を訪ねた筆者に

よるインタビューに答え，部族の人びとは第二次世界大戦前までは，漁業，

狩猟，薬草の採取のために，この土地を最大限活用していたこと，そしてそ

れは条約で保障された権利であることをくり返し強調した (Harris2014)。

ネズ・パース族やヤカマ族もそれぞれ 1885年の条約に立ちかえり， 1943年

までは食料や薬草の調達，精神的，宗教的な儀式のためにハンフォード・サ

イトの土地を使用していたという見解を共有している (Baptise2005; RI-

DOLFI Inc. 2007)。

マンハッタン計画と同時に，故郷を追われたワナパム族のレックス・パッ

ク (RexBuck)は， 2003年9月に行われたインタビ、ューで，ハンフォード・

サイトに立ち入りが禁止されたときのことを次のように語った。

彼らがサイトを閉鎖したとき，彼らは私たちの一部を持っていって

しまったのです。私たちはそう感じました。私たちの一部が持って

いかれてしまったというように。それについてどう感じていたのか，

それすらもよくわかっていませんでした。なぜならば，そのような

経験をそれまでしたことがなかったからです (Buck2003)。

ハンフォード・サイトの土地は，ワナパム族にとっては自らのアイデンティ
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ティの一部であり，連邦政府が一般市民のアクセスを禁じたことによる喪失

感は極めて大きかったことがわかる。マンハッタン計画に始まる核開発は，

地元の先住民族の日常生活，歴史を通じて紡いできた伝統文化や精神世界そ

のものを根底から覆した。アメリカ史の系譜において周縁化された先住民た

ちの声や，営み，そして存在自体が不可視化され，切り捨てられたのである。

(2) ハンフォード・サイトの土地使用と先住民族

先住民族は一貫して，連邦政府にたいしてハンフォード・サイトの土地へ

のアクセスの権利を要求してきた。土地を返してほしい，自分たちの故郷を

汚すのをやめてほしいと声を上げつづけてきた(Jim2014)。しかし，第二

次世界大戦中から冷戦期にかけて，連邦政府の政策担当者が彼らの声に耳を

傾けたかといえば，それは否である。当時のプルトニウム生産は，軍事的な

超機密プロジェクトであり，先住民族がハンフォードをー拠点に展開する国

家安全保障政策にたいして発言権を持つことは不可能だった。

1980年代以降，徐々に状況は変化してきた。 1982年に成立した核廃棄物

政策法のもと，エネルギー省は 1984年，ヤカマ族，ネズ・パース族，ユマ

ティラ連邦部族の3部族とハンフォード・サイトとの歴史的な関係を認め，

「影響下にある部族」として公式に認知した。この|燦に，ハンフォード・サ

イトの土地使用に関して，連邦政府には部族の意向を取り入れるための交渉

を行うことが義務づけられた。また，連邦承認部族ではないワナパム族も，

1990年代以降，ハンフォード・サイトの土地利用に関する政策決定のプロ

セスに参加が認められるようになった。

ネズ・パース族出身の弁護士で，エネルギー省職員として除染作業への先

住民族の参加を促すリエゾンの役割を果たすジル・コンラッド(Jill

Conrad) は，ハンフォードの土地と歴史的な関係を有する先住民族が，連

邦政府にたいして最も積極的に除染の必要性を訴えてきた集団であると述べ

た (2014)。部族のメンバーと対話を続けてきたコンラッドによれば，いず
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れは他にヲ|っ越していくかもしれない技術者，研究者，現場作業員とは異な

り，先住民は昔からこの場所と物質的，精神的な関係を築いているため，他

の場所に移動するという選択肢を持たなL、。だからこそ，被らは連邦政府が

進める除染作業を厳しいまなざしで見守り，このプロセスへの主体的な参加

を図ろうとしてきた。

現在は， 20日年にタンク・ファーム以外の区域における除染の大半が終

了すると予定されるハンフォード・サイトの長期的な土地利用について，連

邦政府， トライシティズ，先住民族による協同管理の可能性も視野に入れた

話し合いが行われている。いずれの部族も，共同体の健康，経済，自然・文

化資源を守るためには，除染が必須であること，そして 1855年の条約に鑑

みれば，部族による環境管理のプロセスへの参加が保障されるべきだと主張

している (Baptiste2005; Confederated Tribes of the Umatilla lndian 

Res巴rvation2007; The Yakama Nation 2012)。エネルギー省をはじめと

する連邦機関は， もはや先住民族の存在や主張を無視することは法的に許さ

れなL、。除染の動向と同時に，その後の土地の使用や管埋についても，先住

民族の果たす役割が注目される。

言うまでもなく，先住民族のあいだに汚染状態，除染，士地利用・管理に

関するコンセンサスはなく，彼らが紡ぎだすノ、ンフォード・サイトの物語は

一枚岩ではなL、。筆者が行ったインタビューでは，現場の土地との実質的な

関係について，お互いをライバル視する様子も見受けられた。ただ，故郷に

たいする愛着，汚染の歴史への怒りと悲しみ，生活圏や土地基盤としてのハ

ンフォード・サイトを取り戻したいという想いは共通している。また，マン

ハッタン計画以降に形成された現場の地理空聞が，アメリカ先住民族にたい

する植民地主義の歴史に速なっているという認識も共有されている。

何十年ものあいだ現場に立ち入ることを許されていない先住民恥ハンフォー

ド・サイトとの精神的なつながりをいかにして維持してきたのかという聞い

に，ネズ・パース族の文化資源保存に携わるジョサイア・ピンカムは，次の
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ように答えた。

私たちにとってハンフォードの土地は，狩りをしたり，薬草を採集

する大切な場所でした。私たちがすべきことは，あの場所に関する

物語を語り続けるということです。先祖から受け継いできた物語を，

私は子供たちに伝えていくのです CPinkham2014)。

生活や文化の基盤である土地を収奪され，虐殺や同化政策を経験しながらも，

アメリカ史を生き抜いてきた民族の一員として，彼はハンフォード・サイト

の将来について，そして現場の土地と部族とのつながりの回復について，希

望を捨てていない。怒り，悲しみ，希望の入り交じる複雑な心情奇抱きなが

ら，先住民たちはハンフォード・サイトの除染とその後の土地利用に関して，

当事者として関わるべく連邦政府と対峠している。
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4.おわりに

本稿は，マンハッタン計画のー拠点としてプルトニウムの生産現場となっ

た，ワシントン州ハンフォード・サイトの除染問題に焦点を当て，この現場

に展開する地理空間の変容を分析した。秘密裏に進んだ放射能汚染と，遅れ

つづけた除染計画のプロセスは，国家安全保障を目的としたプルトニウム生

産が，僻地で不可視化された人びとや土地を犠牲にすることを前提に進めら

れたことを示している。核開発によって故郷の土地との社会的，経済的，文

化的な関係を断ち切られた先住民族の経験は，アメリカの国家安全保障政策

の根幹を形成する植民地主義や人種・階級麓別の構造と連動している。軍事

目的に基点を置いた核開発が，環境リスクに関する不安定要素を抱えながら，

本質的に非民主主義的な側面を有しており，差別や不平等を再生産する装置

として機能することもあきらかになった。

これと同様に重視されるべきなのが，先住民族による土地基盤，そして故

郷とのつながりを取り戻す試みである。ハンフォード・サイトの空間構築は，

先住民が何世代にもわたり紡ぎ，語り継いできた土地や川との関わりや，そ

れにまつわる数々の物語を，彼らを侵略，虐殺，抑圧の対象としてきた巨大

な悶家が，自らの安全保障政策のもとに断ち切るという暴力を生み出した。

現場への立ち入り禁止命令は，条約違反であるのはもちろん，先住民族の文

化，生活，アイデンティティ，そして主権の根幹にある土地基盤にたいする

権利を完全に否定するものだった。したがって多くの先住民は，同サイトへ

のアクセスの否定，環境汚染，特に生活・文化基盤であるコロンビア川と，

そこに生息する鮭の汚染を，植民地主義の康史の延長上に捉えている。

先住民族にとって現場の除染の実現とは，国家権力により喪失した土地に

たいする権利を回復する闘いの一環でもある。故郷への深い愛情に根ざした

抵抗の営みは，社会的な周縁部に犠牲区域を作り出すことによってのみ実現
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可能となる，アメリカの闘家安全保障政策のあり方に疑問を呈した上で，革

新的な社会改革の方向性を示しているのではないだろうか。

{注}

1) 原子力規制j委員会は2012年5月に聞社によるライセンス延長の申請を認め，

2043年までの操業を許可した。

2) カリフォルニア州サンフランシスコに本社を構え，総合建設業を営む多国籍企

業。ダム，空港，港湾，発電所，石油コンビナートの建設，インフラ整備に携わ

り，湾岸戦争後のクウェート復興事業や，イラク戦争後のイラク復興事業によっ

て多額の利益を得てきた。また，アメリカの原子力発電所の半数以上の設計や建

設に関わっている。

3) 掲載写真の撮影者:鎌田遵
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